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1.はじめに

　良質かつ適切な医療を効率的に提供す
る体制の確保を推進するための医療法等
の一部を改正する法律（令和3年法律第
49号。以下「改正法」という）が、令和3年
5月21日に成立しました。今後、医師の
働き方改革の推進に関する検討会（以下

「検討会」という）等において、各改正項
目の施行に向けた具体的な検討が行われ
ていきます。そこで今回は、令和3年7月
1日に約半年ぶりに開かれた検討会の内
容を簡単にご紹介いたします。
　医療機関において医師の労働時間短縮
を進める際のご参考、及び医師の働き方
改革に関する検討の状況や今後の見通し
の把握等のご参考にしていただければと
思います。

2.議題1;改正法の成立について

　この日はまず、厚生労働省の事務局か
ら、改正法の概要及び審議の経過につい
て説明があり、検討会で議論してきた内
容から1点、法律化するに当たって変更
を加えている点があるとして、その点に
つき改めて説明と報告が行われました。
　具体的には、医師労働時間短縮計画（以
下「時短計画」という）について、令和6年
4月よりも前であっても、時間外と休日
労働が年間960時間を超える医師が勤務

している医療機関は、時短計画の作成を
義務づけるという形で議論してきたとこ
ろ、法制的な課題などが指摘されたこと
から、令和5年度末までにおける時短計
画については、その作成を努力義務とす
るとともに、計画に基づく取組を実施す
る医療機関に対して都道府県が支援を行
うことで、対応可能な医療機関から取組
を促していく枠組みに変更となった旨の
説明がありました。
　同時に、連携B・B・C水準の指定を受
ける際には、時短計画に基づく取組状況
について第三者評価を受審するといった
形で議論してきたところ、作成を努力義
務にした関係で、取組の部分についてま
で規定しない形（時短計画案の内容につ
いて評価を受ける形）に変更となった旨
の説明がありました。
　ただし、結局のところ、連携B・B・C
水準の指定を受けようとする場合には、
医療機関勤務環境評価センター（以下「評
価センター」という）による第三者評価を
受審する前までに、令和6年度以降の時
短計画案（取組実績と令和6年度以降の取
組目標を記載※（（※令和5年度末までの
取組は、取組実績として、令和6年度を
開始年度とする初回の指定に係る評価の
際に参照されるようです）））を作成する
必要がある（詳しくは、第12回検討会資
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料4-3 「医師労働時間短縮計画作成ガイ
ドライン（案）」を参照してください）た
め、令和6年4月に向けたスケジュールに
大きな変更はなく、評価センターによる
第三者評価を受けた上で、都道府県から
特例水準の指定を受けるという大きな流
れは変わらない旨の説明がありました。
　また、C-1水準について臨床研修・専
門研修プログラムにおける時間外労働時
間数の明示の取組を進め、C-2水準につ
いても議論を深めていきたい旨の説明も

ありました。
　その他、全病院を対象にして労働時間
把握状況等の調査をし、その調査結果を
医療勤務環境改善支援センター（以下「勤
改センター」という）に伝達することで、
勤改センターを通じたフォローアップ、
及び時短計画作成・取組の技術的な支援
や、基金・診療報酬による支援も継続的
に行う旨の説明、附帯決議にどう対応し
ていくのか等の説明がありました。
　なお、育児介護休業法の改正もこの通

（第12回 医師の働き方改革の推進に関する検討会　資料より）
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常国会で成立しており、その附帯決議に
「臨床研修医や専門医を目指す医師など、
勤務先を短期間で移らざるを得ない者が
育児休業を取得しやすくなるよう必要な
方策を検討すること」とあるため、医道
審議会の臨床研修部会、あるいは専門研
修部会での議論の結果を改めて検討会で
も報告する旨の説明がありました。
　検討会の今後の主な検討事項について
は、7項目を挙げ、このうち3つについて、
この日の検討事項としました。

3.議題2;医師の働き方改革の地域医療

への影響に関する調査について

　続いて、慶應義塾大学健康マネジメン
ト研究科特任教授の裵英洙氏が、参考人
として、医師の働き方改革の地域医療へ
の影響に関する調査について説明・報告
されました。
　なお、この調査は次の①、②の２つを
目的に、協力の同意が得られた10大学病
院を調査対象として（計26診療科）、令和
2年12月に行われたものです。

①大学病院を主たる勤務先としている
医師について、新型コロナウイルス
感染症の影響も踏まえつつ、現状の
副業・兼業先の勤務を含めた詳細な
勤務実態を調査する。

②令和6年4月に医師の時間外労働時間
の上限規制が適用された場合に、大
学医局から関連病院への医師の派遣
等への影響を中心に、医師の働き方
改革が地域医療提供体制に与える影
響について、今後、講じうる具体的
な方策も検討した上で考察する。

　裵参考人は、結論として以下の5つを
示しました。

❶大学病院は待機含む、副業・兼業先
は待機を除くとした場合の連携B・

B・C水準（年1860時間）を超過する
医師の割合は10.4％であり、これは
一部集計方法は異なるが、平成28年
度の「医師の勤務実態及び働き方の
意向等に関する調査」及び令和元年
度の「医師の勤務実態調査」と同程度
であった。

❷チーム制の導入や休日の出勤は原則
当直医のみとする等の取組を行い、
労働時間が短縮された結果が出てい
る診療科もあり、これらは他の診療
科への横展開ができる内容であると
考えられる。

❸所在地の医師偏在指標による労働時
間の長短の傾向は認められなかっ
た。例えば、他の都道府県の医療機
関への医師派遣が労働時間に影響し
ていることも考えられる。

❹医師の労働時間短縮を達成するため
には、医療を受ける側も認識を変え
てもらう必要があり、救急医療提供
体制の集約化や各医療機関の役割の
明確化等、地域の医療提供体制につ
いてもあわせて検討する必要があ
る。

❺時間外労働の上限規制に向けた勤務
体制の整備に際して、現状の労働時
間の適切な把握は一丁目一番地であ
る。医師、他の医療職、病院、地域
のすべてに効果的な「働き方」の実現
のために、まず勤務実態把握に早期
に取り組む必要がある。

　また、裵参考人は、勤務実態の詳細な
把握はかなり大仕事であり、ドクターの
積極的な協力が不可欠であることや、院
内のガイドラインの策定（自己研鑽等）、
副業・兼業先の詳細な把握の重要性、実
態に近い勤怠管理の導入を本腰を入れて
やっていくことがより一層必要になって
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くる旨、思いを述べられた後、各医療機
関で勤務実態把握をされる際の参考にし
ていただけたらと、「医師の勤務実態把
握マニュアル」を作成した旨の説明があ
りました。
　なお、同マニュアル（第12回検討会の
参考資料1）には、「現状確認チェックリ
スト」や、実態を踏まえた今後の方策に
ついて検討すべき内容も記載されていま
す。
　意見交換では、鈴木幸雄構成員（横浜
市立大学医学部産婦人科客員研究員）が

「副業・兼業先での宿日直許可というと
ころが、今後非常に鍵になってくる」と
指摘し、島崎謙治構成員（国際医療福祉
大学大学院教授）の質問に対する回答の
なかで裵参考人も「宿日直許可基準が取
れるか、取れないかによって、先生がお
っしゃるように、労働時間の差がかなり

大きく出てきます」と発言。馬場武彦構
成員（社会医療法人ペガサス理事長）も

「令和元年7月の通知で（宿日直許可が）
かなり取りやすくなっているはずですの
で、さらなる通知の周知、取得に関する
支援、そういったことが地域医療を守る
ため、あるいは勤務医の労働環境をよく
するためには必要なのではないかと思っ
ています」と意見を述べられました。※
※この点、いきサポ（いきいき働く医療

機関サポートWeb）トップページのお
知らせ欄（2021.07.20）より、医療機関
の宿日直許可に係る資料（参考事例）が
ダウンロードできますのでご活用くだ
さい。

　また、鈴木幸雄構成員は、「一番診療
に影響があると思いますのが、副業・兼
業先で宿泊を伴った場合、帰院した後、
戻ってきた後、翌日の勤務体制…（略）

（第12回 医師の働き方改革の推進に関する検討会　資料より）
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…宿日直許可基準の状況の把握ととも
に、大学病院に帰院した後に関しても、
…（略）…現場として具体的にどのよう
に勤務体制を組んでいくかというところ
まで考えていくような雰囲気づくりをお
願いしたいと思います」と指摘。岡留健
一郎構成員（日本病院会副会長（（福岡県
済生会福岡総合病院名誉院長）））の質問
に対する回答のなかで裵参考人が「単一
の病院で地域医療を守るのではなくて、

面で守っていく際には、地域の病院の情
報を加味して、医師の派遣を含めて検討
していく。そのような必要がこれから出
てくると思います」と課題も示されまし
た。

4.議題3;勤務医に対する情報発信に関

する作業部会について

　続いて、今後それぞれの医療現場にお
いて医師の働き方改革を進めるには、現

（第12回 医師の働き方改革の推進に関する検討会　資料より）
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場の勤務医に対する周知が不可欠である
ところ、勤務医に対しては多忙であるが
ゆえに情報が届きにくい傾向があり、効
果的な情報発信・周知の方策について検
討が必要であるとして、「勤務医に対す
る情報発信に関する作業部会」を設置す
ること、当該作業部会の概要、及び開催
予定について厚生労働省の事務局より説
明と報告がありました。

5.議題4;医師労働時間短縮計画作成ガ

イドラインについて

　最後に、令和5年度末までの間の時短
計画の作成は努力義務と整理されたこと
を踏まえ、令和2年12月22日公表の中間
とりまとめ時点の時短計画策定ガイドラ
イン（案）より修正を行った点（第12回検

討会資料4-1参照）について厚生労働省の
事務局より説明があり、合わせて、時短
計画のひな型／作成例が示されました

（第12回検討会資料4-2参照）。
　意見交換では、馬場武彦構成員が、時
短計画の記載例について、「必ずしもこ
こにこだわらなくていい」ことや、「副
業・兼業を行う医師の労働時間の管理」
の項目（の作成例等の記載）について「宿
直許可を取ってくださいというお願いの
ほうが、ダイレクトなのではないか」と
指摘。城守国斗構成員（公益社団法人日
本医師会常任理事）は、勤改センターの
役割や、時短計画の作成が努力義務にな
ったことによる評価センターへの影響に
つき、ポンチ絵的なものを作成すること
を要望されました。

（第12回 医師の働き方改革の推進に関する検討会　資料より）
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「県医ロビー」原稿募集

　鹿児島県医師会報では、「県医ロビー」のコーナーを設けております。

　会報編集委員会では、会員の皆様方から随時原稿を募集しておりますのでふるってご投

稿下さい。

記

文字数：1,200 字以内　　※顔写真を１枚お送り下さい。

締切日：毎月月末ですが、原稿の仕上り次第随時ということで結構です。

送り先： 〒890-0053　鹿児島市中央町８−１　鹿児島県医師会会報編集委員会

　　　　mail： isisyomu@kagoshima.med.or.jp

6.おわりに

　今月号では、第12回検討会の内容を簡
単にご紹介いたしました。医療機関にお
いて医師の労働時間短縮を進める際のご
参考、及び医師の働き方改革に関する検
討の状況や今後の見通しの把握等のご参
考にしていただければと思います。医師
の働き方改革や医療勤務環境改善マネジ
メントシステム等に関するご相談や支援
要請は、鹿児島県医療勤務環境改善支援
センター（TEL：099-813-7731）までぜ
ひご連絡ください。

7.参考・引用

⇒第12回 医師の働き方改革の推進に関
する検討会　議事録

⇒第12回 医師の働き方改革の推進に関
する検討会　資料

⇒いきサポ（いきいき働く医療機関サポ
ートWeb）


